
 我が国を担う全ての子供たちの情報活用能力を抜本的に向上するためには、その「要」となる小学校総合の「情報の領域」、中学校
「情報・技術科」を全国の学校で確実に実施するとともに、高校情報科の内容の高度化に対応していくことが不可欠である

 一方で、これらは教師に新たな専門性が求められる学習内容であるにもかかわらず、現状、地域によっては担当教員の不足をはじめと
する指導体制上の課題があるほか、情報・技術WGでの検討を通じて、更なる条件整備を直ちに進める必要性が明らかとなった

 このため、国は、学校現場に対応を委ねるのではなく、必要な教材開発、研修等の条件整備を責任を持って進める。本プランを道標
として、次期学習指導要領の全面実施まで、国が先頭に立って教育委員会、学校、関係機関等と緊密に連携し、具体的なスケ
ジュールを前もって明確にして各教育委員会、学校等が着実に実行できるようキャパシティの確保をしながら施策を確実に推進する。
また、学校現場の状況や進捗を踏まえて必要な施策を順次追加し、本プランを継続的に改定することにより、全国どの学校でも、教
師が安心して指導できる体制の実現を目指す

すべての担当教員の
指導力向上に資する研修等の充実 効果的・効率的な指導体制の確立 中学校技術分野・高校情報

担当教員の免許状所有状況の改善

指導力向上のための研修コンテンツの作成と
研修の充実

次期学習指導要領に即したICT環境整備
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情報活用能力の抜本的向上を支える指導体制改善プラン 令和７年９月25日作成
令和８年７月３０日時点
文 部 科 学 省

（上記の課題等を踏まえた主な取組）※その他の取組及び取組の詳細は次ページ以降参照

学習者用教材開発・実践事例創出

 複数校指導・遠隔授業に係る実証・伴走支援

高校情報科の充実に向けた支援

 AIの利活用に関するガイドラインの改定

免許法認定講習の大規模な実施

中学校情報・技術科の創設に対応した
教員免許制度等の在り方の検討

 小：令和９年度末、中：10年度末までに、新課
程の授業実践のための研修コンテンツを作成・提供

 令和９年度末までに、国・教育委員会が連携し、教
育委員会によるすべての小学校担当教員への研修
を促進・充実

 令和10年度末までに、教育委員会と連携し、国が
すべての中学校担当教員を対象に研修を実施

 令和８年度から、教師が授業でそのまま活用可能
な授業動画を含めた学習者用教材を開発（実践・
検証を踏まえ、随時アップデートする）

 教員の負担なく免許を取得できる機会を確保する
ため、令和８年度から国による全国どこでも受講
可能なオンラインでの免許法認定講習を実施

※ R8年度受講者：656名が受講予定

 新内容を指導するための環境整備として、いわゆる
PC教室の在り方等について、学校のICT環境整備
３か年計画（令和７～９年度）期間中に整理

 ３Ｄプリンター等の教材の整備状況把握、可視化
を踏まえた多様な整備の工夫、整備促進策を検討

 中学校「情報・技術科」について、高校「情報科」
創設時の取組も参考に、教員の計画的な養成・
確保に資する免許制度の在り方等について検討

 情報・技術科の特定期間での集中実施と複数校
指導・遠隔授業を組み合わせた実証、成果の横展
開や教育委員会への伴走支援を検討

 柔軟な教育課程編成に資する工夫や事例の周知
・啓発、伴走支援等を検討

 「初等中等教育段階における生成AIの利活用に関
するガイドライン」について、令和8年度中に改定

令和８年７月３０日 教育課程部会 情報・技術WG 資料２



指導体制改善プラン ～To-Be～

すべての担当教員の
指導力向上に資する研修等の充実Ⅰ 効果的・効率的な指導体制の確立Ⅱ

Ⅲ

令和８年度から体系的・系統的な
研修動画等の整備・普及を進める
とともに、全面実施までに研修コン
テンツの更なる充実を通じて教員
の指導力を向上
PC教室の在り方の整理や３Ｄプ
リンター等の教材整備の促進が進
み、全国の学校で新課程を支える
環境が着実に整備

情報活用能力の育成について、開
発された学習者用教材等に基づい
た効果的・効率的な指導が可能に
専門性を有する外部人材の活用や
複数校指導・遠隔授業等の手法が
普及し適切な人材配置が可能に
高校情報科における教育課程編成
の事例の収集・周知啓発により各学
校が柔軟な教育課程を編成・実施

文部科学省作成
研修動画シリーズ

開発教材のイメージ

免許法認定講習等を受けやすくなることで免許取得者が増加するとともに、
免許取得が可能な養成課程の設置推進により取得希望者の選択肢が増加
民間企業等の質の高い外部人材が、特別免許状を取得の上、教育現場に
令和10年度には、すべての自治体で臨時免許・免許外教科担任がゼロに
さらに、免許制度の在り方の改善等により、中学校情報・技術科及び
高校情報科の免許を有し授業を担う人材の裾野が拡大

目指す姿

令和10年度までに、中学校技術分野・高校情報科担当教員における臨時免許状所有者・免許外教
科担任がゼロとなっている

開発した教材等

授業で指導

指導方法の開発

次期学習指導要領の全面実施(※)までに、教員の負担を減らしつつ、質の高い授業を展開するための
総合的な支援が充実している (※)小学校：R12年度~、中学校：R13年度~全面実施、高校：R14年度~入学生から順次進行で実施

（今後変更の可能性がありうる。各施策は移行期間中も含めて取り組む）

全自治体における令和10年度目標

臨時免許状所有者・免許外教科担任数：0
※中学校技術分野担当教員

R7 R8 R9 R10

臨時免許状所有者
免許外教科担任 2,406 1,604 802 0

中学校技術分野・高校情報担当教員の
免許状所有状況の改善
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すべての担当教員の指導力向上に資する研修等の充実Ⅰ

❶ 現状・課題 ※中学校の現状を例示

政府の
KPI

中学校のレベル5以下
の割合をR8年までに
20％以下に

現状
57.1％

1.3

3.9

9.2

17.8

24.9

21.9

13.1

5.9

1.9レベル9

レベル8

レベル7

レベル6

レベル5

レベル4

レベル3

レベル2

レベル1

複数条件のもと、複数の検
索・選択をして、主張の根
拠を見つけることができる

目的に応じて、情報を図・
表・グラフに示すことができる

複数条件で情報を選び、
特徴で分類できる

簡単なグラフ・表から読み
取り、比較できる

各レベルの生徒の割合

生徒の情報活用能力は
いまだ十分な水準ではない

(令和3年度情報活用能力調査)

情報活用能力の
向上を支える

教員の指導力の
向上が不可欠

プログラミング教育に関する指導に
ついて「課題がある」「やや課題がある」
と回答した都道府県教育委員会の割合

指摘された課題例

•生徒が問題を見出して、課題を設定し
プログラミングで解決する学習が十分に
行われていない

•文書作成や表計算などのソフトウェア
操作の指導が中心になっている 等

課題が生じる理由に関する回答例
•研修の機会が十分ではない
•教材が十分にそろっていない   

等
64%

レベル
9

レベル
5

レベル
3

レベル
1

例

例

例

例

中学校技術・家庭科（技術分野）の指導体制及びプログラミング教育の現状及び課題に関する実態調査（令和5年2月）の結果を基に作成（非公表）

体系性・系統性を意識した各教科内容に対応する
   研修動画の作成 中学校 高校

•学習指導要領の改訂を待つことなく、すべての担当教員の指導力の向上が図られるよ
う、体系性・系統性が意識された中学校技術科・高校情報科における指導方法に関
する授業実践動画を網羅的に作成中                    【R8一部（中学）実施】

•すべての担当教員が充実した指導が行えるよう、小学校・中学校技術科・高校情報科
における指導のポイント等を解説する研修動画や、文部科学省作成の各種研修動
画に関する研修コンテンツを作成中                 【R8一部（中学）実施】

•中学校情報・技術科の「技術の統合（仮称）」については特定の技術にとらわれず目
的に応じて技術を学び組み合わせる授業を展開することから、すべての教員が不安を感
じることなく趣旨を理解し、確実に実施できるような指導計画や授業の具体的なイ
メージとともに実践ができるような研修用動画等の作成を検討中

•次期学習指導要領に対応した研修動画集の作成を検討中

小学校

❷ 改革のための主な施策
最新の情報技術に関する課題等へ
        対応できる研修動画等の作成

•新たな技術の出現やそれに伴う新たな課題
（例：SNS上における誹謗中傷や犯罪な
ど）などが生じた際にすべての学校で活用でき
る、最新の情報技術に関するトピックを扱う
教員向け研修教材の作成やオンライン研修の
実施、児童生徒向け教材を作成中

【R8実施】

小学校 中学校 高校

追加

追加
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•指導主事などの、地域における中核を担う人材を育成し、継続的に
すべての教員の指導力向上に向けた研修が行える環境を整備するた
め、文部科学省が主催する対面を含む研修の充実、研修のオンデ
マンド動画の配信、教員や指導主事が地域における教員研修等で
活用できるコンテンツを作成中    【R８一部（中学）実施】

 

•教員や指導主事がいつでも情報活用能力に関する教材や研修情報
にアクセスし、一元的に閲覧・活用できるよう、各種研修動画等も掲
載された情報活用能力の抜本的な向上に関する総合的なサイトの
構築を検討中

❷ 改革のための主な施策

教員同士の連携強化による研鑽 中学校 高校

•中学技術の教員、高校情報の教員同士の“横のつながり”
を醸成し、教員同士による指導力向上等の研鑽機会を設
けるとともに、密な情報共有を可能とするためのプラット
フォームの構築に取組み、すべての担当教員が主体的に自
らの指導力向上に励むことができる環境の整備を推進中 

     【R8一部（中学）実施】

教員や指導主事の指導力向上支援コンテンツの作成

•３Ｄプリンター等の教材の各自治体での整備状況把握、可視
化を踏まえた多様な整備の工夫、整備促進策を検討中

•新内容を指導するための環境整備として、いわゆるＰＣ教室の在
り方等について、学校のICT環境整備３か年計画（令和７～９
年度）期間中に整理

•PC教室の環境の維持に向けた周知・啓発を行うとともに、活用可
能な財政措置等についても整理、検討中

次期学習指導要領に即した環境整備 小学校 中学校 高校
小学校 中学校 高校

追加

追加

すべての担当教員の指導力向上に資する研修等の充実

追加

追加

改革のための主な施策のうち、 が付された研修等に係る取組は、以下のことが図られるように実施する
① 作成中の情報の領域に係る教材を指導できるよう、すべての小学校担当教員の指導力向上に資する研修の支援
 • 令和9年度末までに、情報の領域の趣旨、教材を活用した授業づくり、指導上の留意点などを学ぶための研修動画コンテンツを作成・提供するとともに、国において都道府県教育委員会等と連携し、説明会や研修
を実施し、地域における指導者の育成や各教育委員会における研修の促進・充実を図り、情報の領域を担当する全ての小学校教員への研修の実施を図る

 • 全面実施までに、授業実践や指導計画作成の優良事例を周知するとともに、それらを踏まえた研修動画コンテンツを作成・提供する
② 作成中の情報・技術科に係る教材を指導できるよう、すべての中学校担当教員の指導力向上に資する研修の支援
 • 令和10年度末までに、情報・技術科の趣旨、教材を活用した授業づくり、指導上の留意点などを学ぶための研修動画コンテンツを作成・提供する
加えて、 国において都道府県教育委員会等と連携し、説明会や研修を全ての情報・技術科担当教員を対象として実施するとともに、地域における指導者の育成や各教育委員会における研修の促進・充実を図る 

   • 全面実施までに、授業実践や指導計画作成の優良事例を周知するとともに、教科担当としての専門性の向上につながる研修動画コンテンツを作成・提供する
③ 高校情報科について、授業で使えるような動画教材の網羅的な作成や情報科担当教員の指導力向上に資する研修を支援

◆R8年度中学校技術科 夏季学習会：
現地参加約400名、オンライン参加約1,000名、総計約1,400名が参加予定

※7月29日時点

Ⅰ
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効果的・効率的な指導体制の確立Ⅱ

❷ 改革のための主な施策

❶ 現状・課題
中学校技術・家庭科に関する全国アンケート調査

遠隔教育特例制度により、
遠隔地からオンラインで情報
の技術の指導をしてもらった
ことがあるか

問 兼務発令により複数校
指導を担当したことはあ
るか

問

82.5%

4.8%

ない

ある

76.0%

8.7%

ない

高校情報における外部人材活用に当たって自治体が
希望する支援 ※35都道府県

85.7％

82.9％

財政上の支援
(30自治体)

(29自治体)
人材の発掘・
確保支援

高校情報には外部人材活用や複数校指導に
関する手引きが存在

中学技術に対応する手引きは存在しない
ある

第63回全日本中学校技術・家庭科研究大会山形大会
全日本中学校技術・家庭科研究会 研究調査部 令和6年11月14日 資料より

情報活用能力の抜本的向上に向けた
学習者用教材開発・実践事例創出

•情報活用能力の抜本的向上に向けて、次期学習指導要領の
移行期間も含め、全国どの学校においても確実に実施できる
よう、教員が授業でそのまま活用可能な授業動画を含めた学
習者用教材等を開発中

•開発する教材等は実践・検証も行い、随時アップデート（少な
くとも１年に１度程度を想定）を図りながら、教員、児童生徒
にとって使いやすく、資質・能力の育成につながるものを目指す
（公表のおおよその時期を十分な時間的余裕をもって教育委員会・学校
等に伝え、事前視聴の時間確保を可能とすることが前提） 【R8実施】

•特に中学校情報・技術科において新たに設けられる内容項目で
ある「技術の統合（仮称）」について、すべての教員が確実に
実施できるような教材開発を検討中

外部人材活用に係る実証研究

•教育委員会が、大学等を含めた外部人材を活用したAIをはじ
めとする技術の進展が早い分野について、特定の高度・専門
的な指導を円滑に活用・運用するため、事例の収集や手引き
の作成等を検討中

中学校 高校小学校

民間企業等の外部人材派遣促進策の検討

•小学校・中学校・高等学校等に対して、産業界等から講師等
として人材を派遣するための促進策を検討中

追加

中学校 高校小学校

中学校小学校
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効果的・効率的な指導体制の確立

複数校指導・遠隔授業に係る実証・伴走支援

❷ 改革のための主な施策

•すべての学校現場における生成AIの適切な利活用を実現する
ための参考資料である「初等中等教育段階における生成AIの
利活用に関するガイドライン」について、指導要領の改訂を待た
ずに令和８年度中に改定を行うとともに、これらの内容を周知で
きるよう、研修や環境整備等を実施する

AIの利活用に関するガイドラインの改定

（※）この他、高等学校についてはDXハイスクール事業において、情報Ⅱ等のカリキュラムを実施するとともに、専門的な外部人材活用
などを通じて、ICTを活用した探究的・文理横断的・実践的な学びを強化する学校に対して、支援を行っている。

学校種間の連携の促進

•学校種間の壁を越えて情報教育を担当する教員を派遣
する等、教育委員会主導の下で取り組まれている好事例
の展開等を検討中

負担軽減のための学校における
                     支援スタッフの配置支援
•教員が免許法認定講習や研修を受講しつつ、教材研究
等にも注力できるようにすることを含め、学校教育活動の充
実を実現するため、支援スタッフの配置を充実する                             

【R8実施】

追加

追加

Ⅱ

中学校 高校小学校

中学校 高校小学校 中学校 高校小学校

AI等の情報技術の活用による
深い学びの事例周知

•AIを含む情報技術の活用が深い学びに繋がるよう、その
好事例とともに、深い学びに繋がりにくいと考えられる事例を
周知する

中学校 高校小学校

追加

•地域の実情に応じた持続可能な指導体制を構築するた
めの、実践自治体の指定を通じた特定期間での中学校
情報・技術科（仮称）の集中実施と組み合わせた複数
校指導・遠隔授業等の実証、成果の横展開や教育委員
会への伴走支援について検討中

追加

中学校 高校 高校情報科の柔軟な教育課程編成の周知・啓発 高校

•高校情報科の充実に資するよう、次期学習指導要領を見据え
た高校情報科の柔軟な教育課程編成に資する工夫や事例の
周知・啓発、伴走支援を検討中

追加

◆ R8年度実施夏季学習会：
現地参加 約1,000名、オンライン参加者（団体含む）約3,000名、
総計約4,000名が参加予定 ※7月27日時点

指導力向上等を通じた情報Ⅱの設置促進 高校 （※）

（※）

•次期学習指導要領を見据え、現行の情報Ⅱの指導内容に関
する指導力の向上が図られるよう研修動画の積極的活用を
周知する。また実際に情報Ⅱを設置する学校の指導事例等の
周知・啓発を通じた情報Ⅱの設置の促進について検討中

追加
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中学校技術分野・高校情報担当教員の免許状所有状況の改善Ⅲ

❶ 現状・課題
教科別50代教員が占める
割合(令和4年度)

24.1%

36.9%

国・数・理・社・英
平均 技術科

❷ 改革のための主な施策
免許法認定講習の大規模な実施 中学校 中学技術・高校情報の

免許取得可能大学の増加推進
中学校 高校

•中学技術・高校情報の教員養成課程の新設のため、
例えば、高校工業を開設している大学に対し、共通の
授業科目として設置可能な中学技術・高校情報の課
程開設を促すなど対策を検討中

•中学技術・高校情報の教員養成課程を新設する大
学や現在開設している大学に対する施設設備等の支
援策を検討中

中学技術担当教員の免許状所有状況
(令和7年度)

技術担当教員 9,649人

普通免許状所有者
7,243人

免許外教科担任 1,863人

臨時免許状所有者 543人 0

200

400

600

800

1000

1200

1400

1600

H26 H29 R2 R5 R6

中学技術免許授与件数の推移

技術科

家庭科

認定講習・認定公開講座開設状況(令和7年度)

開設総数(全教科)

31大学
259講座

中学技術(二種)

1大学 5講座

教員免許状を取得できる大学数(令和7年度)

教員養成大学総数

約600大学
中学技術(一種)

67大学

•中学技術科の免許取得を促進するため、免許法認定講習等におけ
る優良な講習プログラムを開発・実施している大学等に対し、オンライ
ンを前提として、全国の教育委員会と連携した大規模な講習を実施
するための総合的な支援を行っている 【R8実施】

 最短１年で中学校技術科２種免許を取得するために必要な13単位を履修可能
 オンライン（同時双方向型・オンデマンド）を前提、実習は対面にて実施
 実習講座は、特化した内容を2.5日で実施することで、受講者の負担を軽減
 受講者の受講料（テキスト代、教材費）は不要

（一部実習費や実習講座参加に係る交通費は受講者負担）

   ◆R8年度受講者：656名が受講予定
※7月23日時点
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❷ 改革のための主な施策
特別免許状の授与促進・特別非常勤講師の

 活用推進 高校

•民間企業等の専門人材に対する中学技術・高校情報の特
別免許状の授与促進や、専門人材の特別非常勤講師とし
ての活用推進について、教育委員会に対する普及啓発の実
施を検討中

指導体制改善計画の推進 中学校

•文部科学省が実施した中学校技術分野担当教員の免許状所
有状況等の指導体制に係る調査を踏まえて、各都道府県・指
定都市において策定された指導体制の改善計画が着実に実
施されるようフォローアップを行う

追加

免許状の特例制度の活用について周知・啓発 中学校

•高等学校教諭普通免許状（情報）を有する者は、中学校技
術科における「情報の技術」に関する事項を担当することができ
る現行制度（※１）について、運用実態を把握するとともに、活用
の促進を図る

•高等学校教諭普通免許状（情報または工業）を有する者は、
教育職員検定により、中学校教諭二種免許状（技術）の授
与を受けることができる（※２）制度について、運用実態を把握す
るとともに、活用の促進を図る

追加

※1:教育職員免許法第16条の５第２項
※2:この場合、追加で必要とされる大学等における単位取得は９単位となっている
（教育職員免許法第６条の２、別表８）

追加

中学校情報・技術科（仮称）の創設に対応した
教員資格認定試験の在り方の検討

•中学校情報・技術科（仮称）の創設に向け、現行の技術科や
高等学校情報科との関係も含め、多様な人材の教職への参入
を促進する教員資格認定試験制度について、その在り方を検討
中

追加
中学校

中学校
中学校情報・技術科（仮称）の創設に対応した

教員免許制度や認定講習等の在り方の検討 中学校

•創設する中学校情報・技術科（仮称）のうち、特に情報技術
領域を指導できる教員の不足といった課題等を踏まえ、平成15
年度の高校「情報科」創設の際の取組も参考としつつ、情報・
技術科（仮称）をすべての中学校で着実に実施できるようにす
るため、教員の計画的な養成・確保に資する免許制度の在り
方等について検討中

追加

中学校技術分野・高校情報担当教員の免許状所有状況の改善Ⅲ
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令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度 令和13年度 令和14年度
2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032

全面実施

認定講習の
大規模実施

R8実施中
(オンライン認定講習 支援事業)

更なる中学技術、高校情報の免許取得者増に向けた
検討

主な施策のロードマップ ※１

全面実施

小学校・新CS教員研修動画等による全担当教員への研修 授業実践、優良事例研修動画による研修

小学校
移行期間に必要な研修コンテンツが充足

移行期間に必要な研修コンテンツが充足 全面実施までに必要な研修コンテンツが充足

移行期間に必要な研修コンテンツが充足

中学校
高校

引き続き充実を図るコンテンツの
作成状況

全面実施までに必要な研修コンテンツが充足

年次進行実施までに必要な研修コンテンツが充足

授業実践、優良事例研修動画による研修中学校・新CS教員研修動画等による全担当教員への研修

教員免許制度・
認定講習等の
在り方の検討

中教審にて検討

教材開発
実践研究

R8実施中(教材開発・実践検証等) 教材の周知・普及、随時のアップデート
更なる情報活用能力育成に係る教材の充実

複数校指導・
遠隔授業 更なる複数校指導・遠隔授業に関する好事例の横展開、伴走支援※２

AIガイドラインの
改定 R8年度中

検討を踏まえた教員免許制度改正、認定講習等を実施※２
状況を踏まえた施策の
検討・実施

必要に応じて随時改定

ICT環境・
教材整備 検討を踏まえたICT環境・教材整備の着実な促進

R8実施中(指導主事等の地域の中核人材育成研修コンテンツ作成) 次期CSに即した充実した研修コンテンツ集の作成※２
指導力向上
支援コンテンツ作成

R8実施中(現行CS下の体系的・系統的な研修動画の作成) 次期CSに即した体系的・系統的な研修動画の作成※２研修動画
作成

※１ 各施策および学習指導要領改訂のスケジュールは現時点で想定しているもので、実施状況等を踏まえて随時変更、施策追加していく。
※２  検討中のものも含む
※３ 「CS」は、ここではCurriculum Standard(学習指導要領)の略称として用いている

小学校 移行期間

中学校 移行期間

高校 移行期間 順次実施

小・中の研
修の工程

小、中、高と順次作成

小学校改訂

中学校改訂

高校改訂

小学校 中学校 高校 更なる充実

CS※３改訂
スケジュー
ルイメージ

小・中・高校学校分を作成 小学校 中学校 高校 更なる充実

いわゆるPC教室の在り方等について学校のICT環境整備３か年計画期間中に整理

３Dプリンター等の教材の整備促進策の検討

PC教室の環境の維持に向けた周知・啓発、活用可能な財源措置の整理・検討

小学校教材提供 中学校教材提供

１４年度入学生から

小・中教材開発開始、順次実践検証

複数校指導・遠隔授業に
関する実証、伴走支援の検討 中学校普及 高校普及

中学技術
指導体制改善計画

中
学
校
技
術
分
野
・
高

校
情
報
担
当
教
員
の
免

許
状
所
有
状
況
の
改
善

Ⅲ

Ⅰ

Ⅱ
効
果
的
・
効
率
的
な
指
導
体
制

の
確
立

す
べ
て
の
担
当
教
員
の
指
導
力

向
上
に
資
す
る
研
修
等
の
充
実

受講可能人数の拡大を検討

※高校情報科についても、担当教員の指導力向上に資する研修支援を実施予定
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